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1．はじめに

建設業に携わる人なら，建設機械に貼り付けされた
「特定自主検査済標章」（図─ 1）を誰もがご存知であ
ろう。多くの建設現場では，この標章を貼り付けてい
ない建設機械を持込めないように管理しているため，
否応なくこの標章を目にすることになるからである。
そして，多くの方が「この標章が貼り付けてある建設
機械は，定期的な検査・整備が行われているから安全
だ」と信用しているのではないだろうか。

そういった認識は大筋で間違いではないが，安全や
検査・整備に「絶対」はない。そこで本稿では，特定
自主検査（以下「特自検」）制度や特自検の適正な実
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特定自主検査をご存知ですか？

施促進に努めている（公社）建設荷役車両安全技術協
会（以下「建荷協」）の取組みを紹介しつつ，建設機
械の検査・整備を巡る現状と課題について私論を述べ
ることとしたい。

2．建設業における死亡災害発生状況

建設業における労働災害による死亡者数は，関係者
によるたゆみない取組みの結果，長期的な減少傾向に
ある。しかしながら，「建設機械等」に起因する死亡
者数は，全体件数ほどには減少しておらず，ここ数年
は毎年 35 人前後となっている（図─ 2）。建設業にお
いては，墜落・転落による死亡災害が 4 割強を占める
ため，「起因物」としては足場，屋根等の「仮設物・
建築物・構築物等」が最多であるが，「建設機械等」
はこれに次ぐ多さなのである。

次に，直近 3 年間（令和 3 年～ 5 年）に「建設機械
等」を起因物して発生した死亡災害を機械別に見る
と，掘削用機械が 37.4％と最も多く，次いで整地・運
搬・積込み用機械の 22.4％，高所作業車の 14.3％，解
体用機械の 10.2％などとなっている（図─ 3）。また，
同期間に「建設機械等」を起因物として発生した死亡
災害の「事故の型」を見ると，「はさまれ・巻き込まれ」図─ 1　特定自主検査済標章

図─ 2　建設業における死亡災害発生件数
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が 33.3％と最も多く，次いで「墜落・転落」の 23.8％，
「激突され」の 19.0％などとなっている。

では，これらの死亡災害は，機械本体の欠陥や故障
を原因とするものが多いのであろうか。答えは「否」
である。死亡災害事例を見る限り，機械のブレーキ不
良，安全装置の誤作動といった機械本体に原因のある
災害はほとんどない。死亡災害の大半は，作業員の不

注意や作業員間の連携ミス，作業手順の誤り，機械の
用途外使用といった，いわゆるヒューマンエラー，行
動災害と呼ばれるものである。

3．特定自主検査（特自検）とは　

近年の技術進歩は目覚ましく，建設機械の信頼性・
安全性・耐久性は，かつてと比べると格段に向上して
いる。機械本体の欠陥や故障を原因とする死亡災害が
ほとんどないことは，今ほど述べたとおりである。し
かし，だからといって建設機械の日常点検や月次点
検，年 1 回の特自検の必要性・重要性が薄まることは
ない。何故なら，建設機械は，掘削・整地・打設・運
搬・解体といった機械部の損耗の激しい業務で使用さ
れており，また，その稼働に要するエネルギー量は極
めて大きい。定期的な検査・点検を怠ることで機械本
体に生じた欠陥や故障を見逃し，結果として大きな事
故や労働災害を誘発するリスクは決して小さくないの
である。ここに特自検を始めとする検査・点検の変わ
らぬ重要性がある。

この特自検は，労働安全衛生法令に基づき，建設荷

図─ 3　死亡災害の機械別発生割合（R3-R5）

図─ 4　特自検の対象機械（例）
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役車両を扱う労働者の安全を確保するために設けられ
た制度である。具体的には，図─ 4 に示す油圧ショ
ベルやフォークリフトなど政令で定められた特定の機
械等について，事業者は 1 年に 1 回（不整地運搬車は
2 年に 1 回）定期に，一定の資格を有する事業所内の
検査者（雇用労働者）又は厚生労働省（都道府県労働
局）に登録された検査業者による検査を実施しなけれ
ばならないとされているものである。

また，同法令では，特自検を済ませた機械に，検査
済みであることを証する標章を貼り付けなければなら
ないとされている。図─ 1 に示した標章のうち，三
角形のものは検査業者による特自検（検査業検査）が
終了したことを，四角形のものは建設機械の所有者に
よる自社内での特自検（事業内検査）が終了したこと
を証している。

建荷協が頒布し，管理している標章は，事実上，業
界の統一様式となっており，この頒布数から，稼働中
の建設荷役車両の台数が推計できる。図─ 5 に，こ
の標章の頒布数の経年推移を示す。これによると，頒
布数は毎年 2％程度ほど伸長してきており，令和 5 年
の実績は，検査業者用が約 151 万枚，事業内用が約
69 万枚，合計で約 220 万枚となっている。検査台数
の増加は，関係者にとって喜ばしいことだが，人手不
足感の強い検査業や建設機械レンタル業においては，
適正な業務遂行に対する相応のプレッシャーとなって
いる側面もある。

4．適正な特自検の実施促進

建荷協においては，特自検の適正な実施を促進する
ため，様々な事業を実施している。

一つめは，特自検を実施する検査員の養成及び資質
向上である。建荷協では，検査員の資格を取得するた

めの研修のほか，検査員の能力向上教育，更には特自
検業務を適正に実施するための管理者向け研修など各
種研修・教育を実施している。全国 47 都道府県支部
で実施している研修・教育の実績（令和 5 年度）は，
受講者数は 6,000 人を，延べ受講人日は 15,000 人日を
超える規模となっている。

二つめは，普及啓発活動並びに技術情報の提供であ
る。建荷協では，毎年 11 月を特自検強調月間と定め，
厚生労働省・都道府県労働局等のご支援・ご協力を得
て，月間中に特自検セミナーを開催するなど，検査業
者や建設荷役車両のユーザー向けに周知啓発活動を
行っている。また，厚生労働大臣が公示する定期自主
検査指針に基づく各種検査業務マニュアル・参考図書
等を作成し，頒布している。更には，検査で必要とな
る機種ごとの基準値をメーカーから聴取し，整理した
ものを建荷協の HP 上で定期的に公開している。

三つめは，巡回指導と称する取組みである。建荷協
では，検査業務について優れた技術を有する者を指導
員として登録し（全国で約 500 人），当該指導員が検
査業者や事業内検査者のもとに出向き，検査状況の
チェックや検査員のスキル向上に向けた助言指導を
行っている。令和 5 年度に実施した巡回指導件数は
1,342 事業所であるが，この指導結果を見ると以下の
ような課題が明らかになっている。

課題の一つは，特自検を実施していない未実施機械
の割合が，不整地運搬車で 5.0％，建設機械で 2.1％と
少なからず見受けられることである。もう一つの課題
は，検査員は特自検の実施後，検査結果を記録表へ記
入することになるが，この際に記入誤りや記入漏れが
依然として多いことである（図─ 6）。多くの場合は，
機械の整備や安全性に直接影響を及ぼすようなもので
はないが，検査員のスキル向上は，継続的に，かつ粘
り強く取り組まなければならない課題となっている。

図─ 5　特定自主検査済標章頒布数
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検査業者や事業内検査者には，建荷協が実施する各種
教育や巡回指導を活用して検査員の資質向上に取り組
んでいただきたいと考えている。

5．特自検業務の効率化の促進

検査員不足が深刻になってきている中，建荷協で
は，特自検業務の効率化にも取り組んでいる。特自検
として実施した検査結果は，従来，紙媒体の「記録表」
に検査員が手書きで記録し，そのコピーを取って正本
を依頼者に，副本を検査業者の保管資料としてファイ
ル保存していた。この手書きの業務をパソコンやタブ
レットで置き換え，記録表を機器によるプリントアウ
トへ変えたのが，建荷協が開発し，会員に無償頒布し
ている「特定自主検査記録表作成支援ソフト」である。

この支援ソフトを使うことで，記録表の見た目の美
しさや保存・記録性が向上することは勿論であるが，
最大の特徴は，検査者のうっかりミスを未然防止する
など，記録表作成を支援する機能にある。例えば，検
査員が検査項目間で矛盾する検査結果を入力した場
合，支援ソフトはこの誤りを検査員に警告する。また，
検査員は，検査結果に基づき依頼者に対して不具合状
況や補修箇所を告知し，改善を要請する文書を作成す
ることになるが，支援ソフトは当該文書に盛り込むべ
き項目を検査結果から抽出して検査員に示してくれる。

令和 3 年度に開発した支援ソフトは，当初，検査台
数の多い 18 機種 28 シートで構成されていた。幸いに
して多くの検査員からご好評をいただいたこともあ
り，令和 5 年度には特自検の対象機械の全てをカバー
する 33 機種 56 シートに拡大し，さらにソフト自体の
利便性を高めた上で，改めて会員に無償頒布している。

6．おわりに

人間はミスをする生き物であり，また，忙しい時に
は近道行動をしがちである。企業においては，利益や
効率性を優先するあまり組織的な不正行為に走り，事
件として明るみに出ることも少なくない。実際，検査
業においても，過去 10 年間に厚生労働省・都道府県
労働局から不正検査と認定され，業務停止命令等の行
政処分を受けた事案が 20 件も発生している。特自検
がこのような人的，組織的な要因により不正・不適正
なものとなれば，建設機械の事故を誘発しかねない。

建設現場の安全管理者には，建設機械の現場への受
入れに当たって特自検済標章や点検表をチェックして
いただいているが，機械安全を徹底するためには，こ
れだけでは十分でない。より本質的なことは，検査業
者や建設機械レンタル業者における検査・整備の水準・
精度を上げていくことであり，建設業者としてもこう
いったことに関心を持っていただくことが重要とな
る。その上で，建設機械の取引先とは，単に機種や性
能，価格などだけでなく，検査・整備に関する技術力
や管理体制等についても確認していただければ有難い
と考えている。
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図─ 6　巡回指導時の事項別指導割合（令和 5 年度）
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